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 第１章 はじめに 

１ 策定の趣旨 

 県では，「震災以前の安全・安心なみやぎの再生～年間放射線量１ミリシーベルト以下の県

土づくり～」を目標に掲げ，平成２４年１月に「東京電力福島第一原子力発電所事故被害対

策基本方針」（以下「基本方針」という。）を策定しましたが，その目標を平成２８年度まで

に実現するため，平成２４年３月に「東京電力福島第一原子力発電所事故被害対策実施計画」

（以下「実施計画」という。）を策定し，平成２３年度から２５年度までの３年間を「第１期」，

平成２６年度から２８年度までの３年間を「第２期」と位置付け，６年間にわたり各種事業

を実施してきました。 

 しかしながら，放射性物質に汚染された廃棄物や除去土壌等の処理が進んでいないなど，

依然として様々な課題が残っており，また「実施計画（第２期）」の３か年分の事業評価を

実施した結果，全体の約８割の事業が，今後の方向性として「原発事故対策として継続」す

べきとの評価となりました。 

 

 このため，新たに平成３２年度までの４年間の取組を「実施計画（第３期）」として取り

まとめ，引き続き原発事故被害対策に全力で取り組んでいくこととしました。 
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 〔参考〕「基本方針」及び「実施計画」の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本方針の目標達成に向けて，個別取組毎に具体的な事業計画を策定 

 

震災以前の安全・安心なみやぎの再生 

目   標 

 

基本的視点 

基本的視点１：きめ細かなモニタリングの継続

基本的視点３：放射線・放射能に関する正しい知識の普及・啓発 

基本的視点２：汚染，風評被害，損害への十分な対応

 

個別取組 

第５ 正しい知識の普及・啓発

第４ 損害への対応 

第３ 汚染物・廃棄物の速やかな処理

第２ 汚染・風評被害への十分な対応

第１ 放射線・放射能の監視・測定

「実施計画」（第３期） 

「基本方針」
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２ 計画の期間 

 未だに原発事故の収束を見通すことが困難なことから，計画期間については，上位計画で

ある「宮城県震災復興計画」（平成２３年１０月策定，計画期間：平成２３～３２年度 １０

年間）の終期と合わせて平成２９年度から３２年度までの４年間を第３期とし，策定時点で

実施を予定している事業や取組を取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施年度   

【第１期】 【第２期】 【第３期】 

H23 

年度 

H24 

年度 

H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

H30 

年度 

H31 

年度 

H32 

年度 

 
  

 
  

  
 

第

２

期

計

画

策

定 

中

間

評

価

第

１

期

計

画

策

定 

第

１

期

計

画

改

訂 

事

業

評

価

第

３

期

計

画

策

定

第

２

期

計

画

改

訂

第

２

期

計

画

改

訂

事

業

評

価

第

３

期

計

画

策

定

改

訂
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３ ｢「実施計画(（第２期）)」」の事業評価の結果と｢実施計画(第３期)｣

の構成 

 実施計画（第３期）を策定するに当たり，平成２９年１月に実施計画（第２期）事業評価

（第２期計画に記載した１３６事業の評価）を実施したところ，事業の必要性は「妥当」ま

た「概ね妥当」であり，今後の方向性についても「原発事故対策として継続」すべきという

結果になりました。 
 また，実施計画（第３期）では，改訂された基本方針に基づき個別取組を７つから５つに

整理し，平成２９年度より４か年で実施する予定の事業をとりまとめましたています。 
 
 【５つの個別取組】 
   第１「放射線・放射能の監視・測定」 
   第２「汚染・風評被害への十分な対応」 
   第３「汚染物・廃棄物の速やかな処理」 
   第４「損害への対応」 
   第５「正しい知識の普及・啓発」 
 
 
 【凡例】 

番

号 

事業名・名又は取組名と内容 

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

2 

 

放射線・放射能広報事業 

(1) 携帯型放射線測定器等による随時

測定 

 地域の実情に応じたきめ細かい測定

を実施するため，市町村に放射線測定器

を整備・貸与し，市町村において測定を

行う。 

(2) 航空機モニタリング 

 原子力規制委員会が実施する航空機

モニタリングについて，必要な協力を行

うとともに，その結果を把握する。 

(3) 自動車による走行サーベイ 

 原子力規制委員会が市町村に機器を

貸し出して実施する走行サーベイ（車両

に測定器を搭載し，走行しながら連続的

に空間放射線量率を測定し道路上の線

量の分布を把握）について，必要な協力

を行うとともに，その結果を把握する。

国 

 

県 

 

市町村

 

(2)(3)

国 

原子力

安全対

策課 

      

 【凡例の解説】 

番号 項目 内容 

① 事業名又は取組名 

事業又は取組の名称です。予算措置を伴わない取組についても記載 

（計画に複数回掲載がある事業・取組は，２回目の掲載以降，「事業名又は取組

名」の前に【再掲】と記載）しています。 

② 
（事業又は取組の）

概要 
事業又は取組の概要を簡潔に記載しています。 

③ 
（事業又は取組の）

内容 
事業又は取組の具体的内容を記載しています。 

② 

② 

③ 

③ 

① 

② 

③ 

④

⑤
⑥ 
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④ 事業主体 事業主体を，「国」，「県」，「市町村」，「その他」の別に記載しています。 

⑤ 担当課室 宮城県庁の担当部署を記載しています。 

⑥ 実施年度 
事業又は取組の実施期間を矢印で記載しています。 

（平成３２年度以降も実施予定の場合は，欄外まで矢印を記載しています。） 

 【再掲】 
複数掲載がある事業・取組は，２回目以降，「①事業名又は取組名」の隣に【再

掲】と付しています。 
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 第２章  施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組方針 主な事業・取組 

第５ 正しい知識の普及・啓発 

第４ 損害への対応 

第３ 汚染物・廃棄物

の速やかな処理 

第２ 汚染・風評被害

への十分な対応 
１ 風評被害対策など

２ 技術支援など 

第１ 放射線・放射能の 

監視・測定 

２ 放射性物質濃度の

  モニタリング 

１ 放射線量率の 

  モニタリング 
「宮城県放射線・放射能

測定実施計画」 
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 第３章 実施計画 

 第１ 放射線・放射能の監視・測定  

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 放射線・放射能広報事業 

▼「宮城県放射線・放射能測定実施計画」

の策定 

 事故由来の放射線・放射能に係る測定

を体系的に示しながら，計画的に実施

し，その結果を県民に速やかに公表する

ことを目的にした「宮城県放射線・放射

能測定実施計画」を策定する。 

 なお，放射性物質の問題を取り巻く状

況などを踏まえ必要に応じて改定する。

県 

原子力

安全対

策課 

      

 

 

【「宮城県放射線・放射能測定実施計画」に係る測定の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各項目の詳細については，「宮城県放射線・放射能測定実施計画」を参照ください。 

 

 

 

 

 

個別取組方針 

 ◆目に見えない放射線・放射能に対して，県民の不安を払拭するためには，定期的な

モニタリングと結果の公表が重要であることから，放射線・放射能の監視・測定を

計画的かつ体系的に実施し，公表します。 

放射性物質濃度の 
   モニタリング※

食べ物・飲み物 水道水，農林水産物など 

農用地土壌，家畜の飼料など 食べ物を育む環境 

降下物，土壌など 空気・土壌などの一般環境 

学校の屋外プール水など 県民が利用する施設等 

下水汚泥，工業用水など 産業活動に伴う環境や物 

放射線量率の 
   モニタリング※

一般環境 モニタリングポストによる常時監視など 

校庭・園庭など 学校・幼稚園・保育所等 

工業製品，港湾区域など 産業活動に伴う環境や物 

海水浴場 県民が利用する施設等 

【注意】「実施計画（第３期）」に掲載されている「第１ 放射線・放射能の監視・測定」のうち，「１ 放射線量

率のモニタリング」及び「２ 放射性物質濃度のモニタリング」の各項目の詳細については，「宮城県放

射線・放射能測定実施計画」を参照ください。 

単位： 

マイクロシーベルト（μSv）/時（h）

など

単位： 

ベクレル（Bq）/キログラム（kg） 

など 

【「宮城県放射線・放射能測定実施計画」に係る測定の体系】
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  １ 放射線量率のモニタリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 環境放射能水準調査事業 

(1) モニタリングポストによる常時監

視 

 県内全域の空間放射線量率の推移変

化を把握するため，原子力規制委員会か

らの受託業務である環境放射能水準調

査により設置しているモニタリングポ

スト及び原子力規制委員会が自ら設置

しているモニタリングポスト等により，

空間放射線量率を 24 時間連続測定し，

常時監視を行う。 

(2) 上水（蛇口水）の放射性物質濃度の

測定 

 水道水に含まれる放射性物質を確認

するため，測定を行う。 

(3) 降下物の測定 

 地表面に降下したちりや雨水に含ま

れる放射性物質を確認するため，降下物

の放射性核種についての測定を行う。 

(4) 大気浮遊じんの放射性物質濃度の

測定 

 大気中に浮遊するちりに含まれる放

射性物質を確認するため，大気浮遊じん

の放射性核種についての測定を行う。 

国 

 

県 

原子力

安全対

策課 

      

 

  

個別取組方針 

 ◆県内全域の空間放射線量率の推移変化を常時把握するため，県内全市町村に配備し

たモニタリングポスト（連続測定器）により，きめ細かい測定を実施するとともに，

その正確なデータを迅速に公表します。 

 ◆学校，幼稚園，保育所等の校庭，園庭等の空間放射線量率について，市町村の協力

を得ながらその状況を確認します。 

 ◆県内の港湾における空間放射線量率を引き続き測定します。 



【第３章】実施計画【第１－１】放射線・放射能の監視・測定(放射線量率のモニタリング) 
 

9 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

2 放射線・放射能広報事業 

(1) 携帯型放射線測定器等による随時

測定 

 地域の実情に応じたきめ細かい測定

を実施するため，市町村に放射線測定器

を整備・貸与し，市町村において測定を

行う。 

(2) 航空機モニタリング 

 原子力規制委員会が実施する航空機

モニタリングについて，必要な協力を行

うとともに，その結果を把握する。 

(3) 自動車による走行サーベイ 

 原子力規制委員会が市町村に機器を

貸し出して実施する走行サーベイ（車両

に測定器を搭載し，走行しながら連続的

に空間放射線量率を測定し道路上の線

量の分布を把握）について，必要な協力

を行うとともに，その結果を把握する。

国 

 

県 

 

市町村

 

(2)(3)

国 

 

原子力

安全対

策課 

      

3 放射線・放射能広報事業 

▼校庭，園庭等における測定 

 幼児，児童及び生徒の安全性を確認す

るため，市町村の定期測定結果等を活用

しながら，学校や幼稚園，保育所等の校

庭，園庭等における空間放射線量率の状

況を確認する。 

県 

 

市町村

原子力

安全対

策課 

 

スポー

ツ健康

課 他

      

4 港湾利用促進事業 

(1) 港湾内空間放射線量測定事業 

 県内の港湾（仙台塩釜港仙台港区・塩

釜港区・石巻港区）の安全性について，

国内外の港湾事業関係者等に対し周知

するため，空間放射線量率の測定を行

う。 

(2) 港湾内海水放射能測定事業 

 県内の港湾（仙台塩釜港仙台港区・塩

釜港区・石巻港区）の安全性について，

国内外の港湾事業関係者等に対し周知

するため，海水中の放射性物質濃度の測

定を行う。 

(3) 港湾内放射能測定事業 

 仙台塩釜港の安全性について，国内外

の港湾事業関係者等に対し周知するた

め，同港仙台港区高砂コンテナターミナ

ルに搬入されるコンテナ表面の放射線

量率の測定を行う。 

県 港湾課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

5 企業局所管施設空間放射線量測定事業 

▼浄水場における測定 

 放射性物質汚染対処特措法による指

定廃棄物の保管による現場作業員や周

辺環境へ与える影響を調査するため，浄

水場における空間放射線量率の測定を

行う。 

県 

水道経

営管理

室  
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  ２ 放射性物質濃度のモニタリング 

 

  （１）食べ物・飲み物及びその環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31 

年度

H32

年度

1 県産農林水産物放射性物質対策事業 

▼県産農林水産物の検査 

 原子力災害対策特別措置法第 20 条の

規定に基づき，出荷・流通前における県

産農林水産物の安全を確認するため，国

のガイドライン等に則って放射性物質

検査を実施する。 

県 
食産業

振興課

      

2 残留放射性物質検査関係事業 

 県内で生産される農産物に対する生

産者及び消費者の安全・安心を確保する

ため，農業改良普及センター及び農業試

験研究機関が行う放射性物質検査の体

制を整備する。 

▼(1) 放射性物質検査の円滑な実施 

 農産物等サンプル測定に伴う業務補

助作業を行う臨時職員の雇用 

(2) 検査機器の精度保持 

 農産物等サンプル測定に使用する放

射性物質簡易検査機器（ＮaＩシンチレ

ーション）の年次校正作業（単独庁舎分

３台が対象） 

県 
農業振

興課 

      

 

  

個別取組方針 

 ◆県内で生産される農林水産物や関連加工品，水道水の安全性を確認するため，放射

性物質濃度をきめ細かに測定します。 

 ◆食用に供する主要な野生鳥獣等について，放射性物質の検査を実施します。 

 ◆住民が持ち込んだ自然採取の山菜や家庭菜園などの農林水産物の安全性を確認で

きるよう，放射性物質の測定を実施します。 

 ◆学校給食等に使用される食材の放射性物質の検査については，市町村と連携して進

めていきます。 

 ◆食品衛生法上の基準値を超えない安全・安心な農林水産物の生産を確保するため，

その生産基盤である土壌のほか，牧草，きのこ原木等の放射性物質の測定を継続的

に実施します。 

 ◆国の原子力災害対策本部から示された検査計画等に係る考え方に基づき，必要に応

じて検査計画の見直しを行うなど，適切に検査を実施します。 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31 

年度

H32

年度

3 農産物放射能対策事業 

(1) 農産物，水田土壌等の検査 

 主要な農産物や農地土壌等を対象に，

放射性物質濃度の測定を行う。 

 ◯県産農産物等の放射性物質検査  

 ◯水田土壌等の放射性物質検査 

 ◯放射性物質検査機器の運営・精度管

理 

(2) 放射性物質吸収要因解折調査 

 安全・安心な農産物の生産を確保する

ため，農産物や農地土壌等の放射性物質

濃度の測定結果をもとに，今後の営農対

策等の検討に役立つデータ等を整備し，

市町村等の関係機関・団体，農業者等に

対し，必要な営農対策等について指導助

言を行う。 

 ◯放射性物質吸収要因解折調査 

県 

農産園

芸環境

課  

      

4 放射性物質影響調査事業 

▼原乳，粗飼料，草地土壌等の検査 

 原乳における放射性物質検査を実施

し，消費者に対して安全・安心を確保す

るとともに，畜産物への放射能の影響を

低減する飼養管理を指導するため，粗飼

料や草地土壌等の放射性物質濃度の検

査を行う。 

県 畜産課

      

5 肉用牛出荷円滑化推進事業 

▼肉用牛の全頭検査 

 安全・安心な県産牛肉の流通，消費を

確保するため，県内外の食肉市場へ出荷

する県産牛全頭及び県内食肉市場へ出

荷する廃用牛全頭の放射性物質検査を

行う。 

県 畜産課

      

6 水産物安全確保対策事業 

(1) 水産物の検査 

 県産水産物の安全流通に資するため，

水産物の放射性物質濃度のモニタリン

グ調査を実施する。 

(2) 魚市場開設者等が行う自主検査へ 

の支援 

 魚市場等に設置している放射性物質

検査機器の保守作業を行うとともに，検

査員への操作指導を通じ，検査レベルの

維持の検査員を対象とした研修会開催

等を通じ，検査員のスキルアップと意識

の醸成を図る。 

県 

 

その他

水産業

振興課

      

 

  



【第３章】実施計画【第１－２－（１）】放射線・放射能の監視・測定(放射性物質濃度のﾓﾆﾀ

ﾘﾝｸﾞ) 
 

13 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30

年度 

H31 

年度

H32

年度

7 特用林産物放射性物質対策事業 

(1) 放射性物質検査体制の強化 

 きのこ・山菜類等の特用林産物やほだ

木など各種林産物の安全・安心を確保す

るため，簡易検査や精密検査を実施す

る。 

 また，県有測定機器の校正を行う。 

 併せて，県全域の広葉樹林原木の放射

性物質モニタリング検査を行う。 

(2) 特用林産物再生再開支援 

 出荷制限等を受けている特用林産物

について，無汚染原木やチップ等の購

入・移送経費等，生産再開に向けた支援

を行う。 

 ○特用林産施設体制整備補助 

 ・対象団体：法人，県森連等 

 ・対象経費：県外等の他地域から無汚

染の原木・チップ等を導

入する経費 

 ・補助率：1/2，1/3 

(3) 特用林産物流通促進支援・放射性物

質調査 

 特用林産物やほだ木など各種林産物

の安全・安心な生産・流通システムの構

築に向け，特用林産物の放射性物質に係

るセミナー・講習会を開催するととも

に，ほだ木等の放射性物質移行調査を行

う。 

県 
林業振

興課 

      

8 放射性物質検査対策事業 

 食肉処理施設に出荷する県内産牛全

頭の放射性物質検査を実施するととも

に，牛以外の豚等の肉についてモニタリ

ング検査を実施し，食の安全・安心を確

保する。 

 また，県内に流通している加工食品等

の放射性物質検査を行い，検査結果を公

表するとともに，基準値を超える食品の

流通を防止する。 

(1) 県産牛の放射性物質検査 

 ○登米市米山の食肉流通公社に出荷

される県産牛全頭 

(2) 県産豚等の放射性物質モニタリン

グ検査 

 ○登米市米山の食肉流通公社に出荷

される県産豚，めん羊，馬の肉 

(3) 県内に流通する加工食品等の検査 

 ○県内に流通する牛乳，清涼飲料水

（ミネラルウォーター），乳児用食

品，一般食品等 

県 

食と暮

らしの

安全推

進課 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30

年度 

H31 

年度

H32

年度

9 

 

市町村等水道事業体における水道水の

放射性物質検査 

▼水道水の検査 

 水道水の安全・安心を確保するため，

水道事業体が水道水の放射性物質検査

を実施した結果について公表を行う。 

県 

 

市町村

食と暮

らしの

安全推

進課 

      

10 企業局における水道水の放射性物質検査 

▼水道水の検査 

 安全・安心な水道水を受水市町村に供

給するため，水道水の放射性物質検査を

行うとともにその結果を公表する。 

県 

水道経

営管理

室  

      

11 【再掲】環境放射能水準調査事業 

(1) モニタリングポストによる常時監

視 

 県内全域の空間放射線量率の推移変

化を把握するため，原子力規制委員会か

らの受託業務である環境放射能水準調

査により設置しているモニタリングポ

スト及び原子力規制委員会が自ら設置

しているモニタリングポスト等により，

空間放射線量率を 24 時間連続測定し，

常時監視を行う。 

(2) 上水（蛇口水）の放射性物質濃度の

測定 

 水道水に含まれる放射性物質を確認

するため，測定を行う。 

(3) 降下物の測定 

 地表面に降下したちりや雨水に含ま

れる放射性物質を確認するため，降下物

の放射性核種についての測定を行う。 

(4) 大気浮遊じんの放射性物質濃度の

測定 

 大気中に浮遊するちりに含まれる放

射性物質を確認するため，大気浮遊じん

の放射性核種についての測定を行う。 

国 

 

県 

原子力

安全対

策課 

      

12 野生鳥獣放射能対策事業 

▼食用に供する狩猟野生鳥獣の放射能

検査 

 県内各地で食用に供されるイノシシ，

ツキノワグマ，ニホンジカ，キジ，カル

ガモ等野生鳥獣の肉の放射性物質濃度

検査と検査結果の周知・公表を継続して

行う。 

県 
自然保

護課 

      

13 放射線・放射能広報事業 

▼放射能県民安心事業 

 県民が持ち込んだ，家庭菜園の農産物

等の安全性を確認できるようにするた

め，県内市町村に配備した簡易型の放射

能測定器等を用いて，各市町村による放

県 

 

市町村

原子力

安全対

策課 
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射能測定を支援する。 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30

年度 

H31 

年度

H32

年度

14 消費生活センター機能充実事業 

▼市町村が行う食品等の放射性物質検

査への支援 

 市民か消費する食品等に対する放射

性物質測定を行うため，市町村が実施す

る放射性物質検査等に係る経費に対し，

国の交付金等を活用し消費者行政推

進・活性化事業補助金により支援を行

う。 

 ○市町村消費者行政推進・活性化事業

補助金 

 ・事業主体：市町村 

 ・対象事業：放射性物質測定機器の校

正及び消耗品等購入経

費等 

 ・補助率：10/10 

 ・主な市町村事業の内容 

  ・放射性物質測定機器の校正 

  ・資機材購入等検査に関する費用 

  ・食品等の放射性物質検査 

  ・消費生活相談への対応 

県 

 

市町村

消費生

活・文

化課 

      

15 学校給食安全・安心対策事業 

(1) 学校給食食材のサンプル測定（給食

食材の事前検査） 

 学校で給食に使用する食材の事前測

定を行う。 

(2) 測定機器の校正・修繕 

 学校給食食材のサンプル測定に使用

するＮａＩシンチレーションスペクト

ロメータ８台について，必要な校正等を

行う。 

県 

 

市町村

 

その他

スポー

ツ健康

課  

      

16 児童福祉施設等給食安全・安心対策事業

▼給食一食全体の事後検査 

 児童福祉施設等で提供される給食に

おける放射性物質の有無について把握

するため，給食一食分全体について事後

検査を実施する。 

県 
子育て

支援課
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  （２）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 工業製品放射線関連風評被害対策事業 

▼工業製品等の放射線量率の測定等 

 震災に係る原発事故の影響に対する

不安を原因として，県内企業が自社製品

に対する放射線量率などの測定を取引

先から求められる事例が発生している

ため，県内で生産される工業製品や食品

加工品等の放射線量率などを測定し，そ

の結果を試験等成績書として発行する。

県 
新産業

振興課

     

2 【再掲】港湾利用促進事業 

(1) 港湾内空間放射線量測定事業 

 県内の港湾（仙台塩釜港仙台港区・塩

釜港区・石巻港区）の安全性について，

国内外の港湾事業関係者等に対し周知

するため，空間放射線量率の測定を行

う。 

(2) 港湾内海水放射能測定事業 

 県内の港湾（仙台塩釜港仙台港区・塩

釜港区・石巻港区）の安全性について，

国内外の港湾事業関係者等に対し周知

するため，海水中の放射性物質濃度の測

定を行う。 

(3) 港湾内放射能測定事業 

 仙台塩釜港の安全性について，国内外

の港湾事業関係者等に対し周知するた

め，同港仙台港区高砂コンテナターミナ

ルに搬入されるコンテナ表面の放射線

量率の測定を行う。 

県 港湾課

     

個別取組方針 

 ◆県内企業が自社の製品に関する残留放射能を測定することを取引先から求められ

ている事例が発生しているため，県内の工業製品等の放射線量率などを測定する技

術支援を実施します。 

 ◆安全性を周知するため，県内の港湾における海水中の放射性物質濃度を測定しま

す。 

 ◆工業用水の安全性を確保するとともに，浄水発生土や下水道汚泥を適切に取り扱う

ための放射性物質の濃度を測定します。 

 ◆環境中の放射性物質の状況を把握するために環境省が実施する公共用水域等（河

川・湖沼・海域等）及び地下水のモニタリングにおいて，適切な地点の選定につい

て，市町村等と連携して働きかけていきます。 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

3 工業用水の放射性物質検査 

▼工業用水の放射能検査 

 食品関連会社等のユーザーもおり，工

業用水の安全を確認するため，放射性物

質検査を実施し，その結果を公表する。

県 

水道経

営管理

室  

     

4 市町村等水道事業体における浄水発生

土の放射性物質検査 

▼浄水発生土の放射能検査 

 水道事業体が，浄水発生土の適切な保

管・処分を行うため,放射性物質検査を

実施し，その結果を公表する。 

県 

食と暮

らしの

安全推

進課 

     

45 企業局における浄水発生土の放射性物

質検査 

▼浄水発生土の放射能検査 

 放射性物質汚染対処特措法による指

定廃棄物の保管や廃棄物処理施設に搬

出処分するため，放射性物質検査を実施

し，その結果を公表する。  

県 

水道経

営管理

室  

     

56 流域下水汚泥等放射能測定事業 

▼下水汚泥等の放射能測定 

 放射性物質濃度に応じた適正な処分

を行うため，県で所管している７流域の

下水終末処理場で発生する脱水汚泥，汚

泥燃料化物及び汚泥焼却灰の放射性物

質濃度を測定する。 

県 
下水道

課  

     

67 学校や保育所等が保有するプールの水

等の放射性物質検査 

▼プールの水の放射性物質濃度の測定 

 児童生徒及び保護者等の学校のプー

ルの使用に対する安心を確保するため，

学校のプール水のサンプル調査を実施

する。 

県 

 

市町村

スポー

ツ健康

課  

      

78 公共用水域等（河川・湖沼・海域等）及

び地下水の放射性物質モニタリング 

▼河川，湖沼，海域等及び地下水の放射

性物質濃度の測定 

 水環境における事故由来の放射性物

質による汚染状況及び推移を把握する

ため，環境省が行う水質・底質，周辺環

境(土壌等)の放射性物質濃度の測定に

ついて，地点選定等に県が協力し，適切

なモニタリングの継続実施を推進する。

国 

 

県 

環境対

策課 
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98 海水浴場の放射性物質モニタリング 

▼海水浴場の海水の放射能測定 

 海水浴場利用者への安全・安心に寄与

するため，開設予定の海水浴場の海水の

放射性物質濃度の測定を行い，開設前に

公表する。 

県 
環境対

策課 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

910 放射線・放射能広報事業 

▼放射性物質の分布状況調査 

 原子力規制委員会が実施する放射性

物質の分布状況調査について，必要な協

力をするとともに，地表面への様々な放

射性物質の沈着状況等を確認する。 

国 

原子力

安全対

策課 

      

101 【再掲】環境放射能水準調査事業 

(1) モニタリングポストによる常時監

視 

 県内全域の空間放射線量率の推移変

化を把握するため，原子力規制委員会か

らの受託業務である環境放射能水準調

査により設置しているモニタリングポ

スト及び原子力規制委員会が自ら設置

しているモニタリングポスト等により，

空間放射線量率を 24 時間連続測定し，

常時監視を行う。 

(2) 上水（蛇口水）の放射性物質濃度の

測定 

 水道水に含まれる放射性物質を確認

するため，測定を行う。 

(3) 降下物の測定 

 地表面に降下したちりや雨水に含ま

れる放射性物質を確認するため，降下物

の放射性核種についての測定を行う。 

(4) 大気浮遊じんの放射性物質濃度の

測定 

 大気中に浮遊するちりに含まれる放

射性物質を確認するため，大気浮遊じん

の放射性核種についての測定を行う。 

国 

 

県 

原子力

安全対

策課 
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第２ 汚染・風評被害への十分な対応 

 

 １ 風評被害対策など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 中小企業経営安定資金等貸付金 

 震災により直接・間接の被害を受け，

事業活動に支障を来している中小企業

者に対して金融支援を行い，経営の安定

化や復旧・復興を支援する。 

(1) みやぎ中小企業復興特別資金 

 ○融資条件 

  ・融資限度額：8千万円 

  ・融資利率：年 1.5％ 

  ・資金使途：設備資金，運転資金 

  ・償還期間：15 年以内（うち据置 

        3 年以内） 

  ・信用保証料：年 0.50％ 

 ○取扱期間： 

  平成 23 年 6 月 27 日から平成 2930

年 3 月 31 日まで（新規融資取扱期

間が平成 2930 年度末まで 1 年間延

長となる見込み） 

(2) 災害復旧対策資金（東日本大震災災

害対策枠）※新規取扱終了 

 ○融資条件 

  ・融資限度額：1千万円 

県 
商工金

融課 

      

個別取組方針 

 ◆風評被害により業績が悪化した中小企業者等に対する相談体制の充実を図るとと

もに，事業継続に向けた総合的な金融・経営支援を講じます。 

 ◆出荷制限やこれに伴う風評被害を受けた農林水産業については，減収や費用負担に

伴う資金不足への支援として，出荷制限に係るつなぎ融資等の緊急支援対策，低利

の制度資金による資金融通の円滑化等により経営継続を支援します。 

 ◆輸出関連では，海外での PR 活動のための経費の助成を行うほか，取引継続や販路

開拓のための海外での商談に要する費用を支援します。 

 ◆県産農林水産物等を国内外の消費者等に安心して購入してもらえるよう，新聞広告

やテレビＣＭ等の多様な広報媒体を用いて，検査結果や検査体制，生産者情報等の

迅速でわかりやすい情報発信を強化するとともに，生産者団体等が行う情報発信や

広報活動への支援，イベント等を実施し，理解の促進を図ります。 

 ◆県内の観光の安全性や魅力を国内外に発信するためのキャンペーンやイベント等

を実施します。 
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  ・融資利率：年 1.0％以内 

  ・資金使途：運転資金 

  ・償還期間：10 年以内（うち据置 

        2 年以内） 

  ・信用保証料： 

   ・罹災証明書の交付を受けた場合

     － 年 0.50％ 

   ・セーフティネット保証の認定を

受けた場合 － 年 0.70％ 

   ・知事等の認定を受けた場合 

     － 年 0.45～1.59％ 

 ○取扱期間： 

  平成 23 年 4 月 1 日から同年 9 月 9

日まで 

2 被災中小企業者対策資金利子補給事業 

 被災中小企業者の金利負担を軽減す

るため，県中小企業経営安定資金・災害

復旧対策資金（東日本大震災災害対策

枠）及びみやぎ中小企業復興特別資金を

借り入れた中小企業者のうち一定の要

件を満たした者に対し利子補給を行う。

(1) 災害復旧対策資金（東日本大震災災

害対策枠）※新規取扱終了 

 ○対象者：罹災証明書等の交付を受け

ている直接被災した事業

者 

 ○補給額：年利 1.0%に相当する額 

 ○補給期間：3年間 

 ○補給回数：年 2回 

      （1 月～6月，7月～12 月）

(2) みやぎ中小企業復興特別資金 

 ○対象者：罹災証明書等の交付を受け

ている直接被災した事業者 

 ○補給額：年利 1.5%に相当する額 

 ○補給期間：3年間 

 ○補給回数：年 2回 

      （1 月～6月，7月～12 月）

 ※対象融資限度額:(1)，(2)合わせて

30,000 千円とする。 

 ※支給上限額：一企業あたり 3年間合

計で 1,350 千円 

県 
商工金

融課 

      

3 商談会開催支援事業 

▼販路開拓・取引拡大等に向けた支援 

 震災により販路を喪失した商工業者

の販路回復・拡大のため,宮城県商工会

議所連合会等が開催する商談会等に係

る経費を補助する。 

 ○補助対象経費 

  ・コーディネーター人件費，旅費，

印刷製本費，広報費，借損料等 

 ○補助率，上限額 

  ・コーディネーター人件費補助対象

経費の，事業費：補助対象経費の

1/2，上限額 91,000 万円 

県 
商工金

融課 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

4 被災中小企業海外ビジネス支援事業 

 震災により従来の取引が中断し，これ

を再開する必要がある企業及び国内外

での従来の販路・棚の喪失を受けて海外

において新規に販路を開拓しようとす

る企業に対し，そのビジネス展開の深度

及び段階に応じた支援を行う。 

(1) 被災中小企業海外ビジネス総合相

談会開催 

 宮城県国際経済振興協会と連携し，被

災企業の販路開拓等海外ビジネス展開

に必要な輸出入等に係る支援制度，決

済，物流，リスクマネジメント等に関係

する機関・事業者が一堂に会し，被災企

業からの相談を受け付ける。 

 ○開催回数 2 回 

 ○開催場所 仙台市内及び被災自治 

       体（計 2回） 

(2▼) 被災中小企業海外ビジネス支援

事業補助金 

 被災企業に対し海外での販路開拓を

行うための経費を補助する。 

 ○補助対象経費 

  次のために要する渡航費，宿泊費，

通訳雇用費 

  ①震災で中断した従来の取引先と

の取引再開のための海外で行う

商談 

  ②震災（輸入規制を含む）により国

内外で販路を喪失し，これに代わ

る販路を海外で計画的に開拓す

るために必要な海外での商談，展

示会への出展等 

   （宮城県農林水産部食産業振興課

が実施する地域産品輸出促進

助成事業交付金の交付を受け

ている事業は除く。） 

 

 ○補助率，上限額 

  補助対象経費の 1/2 以内（1 企業 1

事業年度当たり 520 万円を超えな

い額） 

県 

アジア

プロモ

ーショ

ン課 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

5 東日本大震災農林業災害対策資金利子

補給事業 

▼被災市町村に対する利子補給 

 災害復旧の促進及び経営の維持・回復

を図るため，原発事故に伴う出荷停止等

による損害を受けた農林業者に対し災

害対策資金の円滑な融通を図る。 

 ◯貸付対象者： 

  ①東日本大震災による被災農林業

者。（農林産物，農林生産施設・

機械等の被害額が一定以上で，農

林業経営の維持が困難となる個

人及び法人） 

  ②出荷制限等を受けたことに伴い

減収や費用負担を生じた農林畜

産業者 

 ◯資金使途：経営資金 

 ◯貸付限度額： 

  ①個人 150 万円・特認 300 万円 

   団体等 500 万円 

  ②1,000 万円 

 ◯償還期間：①５年・特認７年 

       ②７年 

 ◯貸付利率：1.25％以内 

 ◯融資機関：農業協同組合，銀行等金

融機関 

 ◯補助対象者：融資機関に対し利子補

給する市町村 

県 

 

市町村

農林水

産経営

支援課

      

6 県産農林水産物等イメージアップ推進
事業 
▼県産農林水産物等のＰＲ 
 東日本大震災により県産農林水産物
等が大規模な被害を受け，原発事故の影
響とみられる需要の落ち込みがみられ
たことから，復興状況に合わせた県産品
のイメージアップを図るため，農林水産
関係団体等が行う広報ＰＲ活動や海外
バイヤー対応などの事業に係る経費を
補助する。 
 ◯補助事業対象団体： 
  農協，漁協，加工組合・食品製造事

業者団体，(公社)県物産振興協会，
各種銘柄推進協議会等 

 ◯補助の対象となる内容 
  ①商談会等のイベントを活用した

県産農林水産物等ＰＲ 
  ②メディアを活用したテレビＣＭ

や記事広告等によるＰＲ 
  ③海外バイヤーとの取引再開等に

向けた取組 
  ④県産農林水産物等の評価向上に

資すると認められる取組 
 ◯補助率，上限額 
  補助対象経費の 1/2以内かつ 1,000

千円を上限とする。 

県 
食産業

振興課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

7 「食材王国みやぎ」魅力発信プロジェク

ト事業 

▼県産農林水産物等のＰＲ 

 原発事故の影響とみられる需要の落

ち込み等に対応するため，県産農林水産

物等の広報ＰＲを行い信頼回復と消費

拡大を図る。 

 ◯「食材王国みやぎ」魅力発信事業 

 ◯「食材王国みやぎ」魅力体感促進事業 

 ◯「食材王国みやぎ」ＰＲ資材整備事業 

 ※平成 24～25 年度「宮城県産品風評

対策強化事業」26 年度からは「み

やぎ県産品魅力発信事業」で実施。

県 
食産業

振興課

      

8 食産業ステージアッププロジェクト（う

ち復興促進「商品づくり・販路開拓」支

援事業） 

(1) 県内食品製造事業者等の販路確保

支援 

 東日本大震災により被災した食産業

の復興を図るため，震災により販路を失

った中小企業者等が行う，新商品の開発

及び既存商品の改良，マーケティング，

販路開拓及び人材育成までの販路開拓

活動を総合的に支援する。また，県内中

小企業者等を支援するために団体等が

行う，展示・商談会等の開催を支援する。

 ○総合支援メニュー 

  ①みやぎの食復興支援事業（地域の

食材等を活用した商品づくり等）

   [復興 48,000 千円] 

   ・補助率：1/2 以内 

   ・補助限度額：1,200 千円 

  ②企業連携支援事業（地域の食材等

を活用した複数企業の連携･共同

による商品づくり等） 

   ・補助率：1/2 以内 

   ・補助限度額：3,000 千円 

(2) 販路開拓活動支援メニュー（販売

会，展示・商談会への出展支援） 

  [復興 16,000 千円] 

  ①食品製造業者 

   ・補助率：1/2 以内 

   ・補助限度額： 300 千円 

  ②団体等 

   ・補助率：1/2 以内 

   ・補助限度額：1,000 千円 

(3) 展示･商談会開催支援メニュー(被

災した食品製造業者を対象とした

展示商談会の開催支援) 

  [復興 6,250 千円] 

  ・補助率：1/2 以内 

  ・補助限度額：1,250 千円 

県 
食産業

振興課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

9 食材王国みやぎの「食」ブランド化推進

プログラム事業（うちみやぎの「食」ブ

ランド復興再生支援事業） 

▼震災で被災したブランド食材のブラ

ンド価値復興に向けた再生取組に対

する支援 

 東日本大震災や風評被害で販路を喪

失したにより，甚大な被害を受けた県産

ブランド食材のブランド価値復興再生

に向けた取組を支援し，再生のスピード

を速め，更なる付加価値と販路の確保や

流通のグローバル化に対応した販売力

の強化向上を図る。 

 ○対象品目・補助事業対象団体 

一定程度の知名度を有する県産ブ

ランドのうち，知的財産制度等を活用

（活用見込みを含む）し，更なるブラ

ンド展開を目指す品目 

 ・仙台牛（仙台牛銘柄推進協議会） 

 ・いちご（宮城県園芸作物ブランド化

  協議会） 

 ・みやぎサーモン（みやぎ銀ざけ振興

協議会） 

◯対象取組： 

 ・儲かる農林水産業のためのブランド

戦略再構築 

 ・売れるものづくり 

 ・販売確保・商品アピール 

 ・ブランド価値を損なうリスクを防止

するための取組 

◯補助率，上限額： 

  補助対象経費の 1/2以内かつ 2,500

千円を上限とする。 

◯補助事業対象団体： 

  県漁協，全農みやぎ，その他ブラン

ド再生取組団体等 

 ◯対象品目： 

  大津波や浸水により生産基盤や加

工施設が失われるなど，その被害が

甚大な食材 

 ・農産物：いちご 

 ・水産物：かき，ぎんざけ，ほたて，

      のり，わかめ，ほや 

 ◯対象取組： 

 ・ブランドを構成する要素のうち「情

報価値」及び「周辺価値」を向上さ

せる取組 

 ・ブランド化戦略の策定（研修会の開

催，コンサルティング等） 

 ・売れるものづくり（マーケティング

県 
食産業

振興課
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調査，モニタリング調査等） 

 ・販路の確保と商品アピール（シンボ

ルロゴマーク・パッケージデザイン

等の作成，レシピ作成，販売促進Ｐ

Ｒ活動，ホームページ開設等） 

 ◯補助率，上限額： 

  補助対象経費の 1/2以内かつ 1,500

千円を上限とする。 

10 みやぎの肉用牛イメージアップ事業 

▼県産牛肉消費拡大事業 

 原発事故の風評により，宮城県産牛肉

が敬遠され牛肉価格が急激に下落する

などの影響があったことから，低下した

県産牛肉イメージを回復させるため消

費拡大対策等を実施する。 

 ◯県内の県産牛肉提供点店等とタイ

アップした県産牛肉キャンペーン

等の実施 

 ○首都圏の県産牛肉提供店等を活用

した仙台牛フェアー等の実施 

県 畜産課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2 期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

11 水産都市活力強化対策支援事業 

▼県産水産物の販売強化 

 東日本大震災によりシェアを失った

本県産水産加工品等水産物の販路の回

復を図るため販売を強力に推進するた

め，水産都市の経済の中心である魚市場

における機能の強化等による水揚げ確

保やと，水産加工業，水産物の販売力強

化を柱とした取組を支援する。 

 ○漁業生産及び魚市場水揚強化 

 ○水産加工業生産及び水産物販売  

強化対策 

 ○水産加工品等の商品開発・改良等 

による生産体制強化 

 ○漁業生産強化対策 

 ○魚市場水揚強化対策 

 ○水産加工業生産強化対策 

 ○水産物販売強化対策 

県 
水産業

振興課

      

12 市町村農林業災害対策資金特別利子助

成事業 

 東日本大震災農林業災害対策資金の

利子補給を行う被災市町村に対し，市町

村が実質負担する利子補給率に対して

復興基金による利子助成を行い，復旧・

復興における被災市町村の財政負担の

軽減を図る。 

▼東日本大震災農林業災害対策資金利

子補給事業 

 東日本大震災及びこれに伴う福島第

一原子力発電所の事故により被害を受

けた農林業者に対して，災害対策資金の

円滑な融通を行い災害復旧の促進及び

経営の維持・回復を図る。 

 ○貸付対象者： 

  ①東日本大震災による被災農林業

者。（農林産物，農林生産施設・

機械等の被害額が一定以上で，農

林業経営の維持が困難となる個

人及び法人）  

  ②出荷制限等を受けたことに伴い

減収や費用負担を生じた農林畜

産業者 

 ○資金使途：経営資金： 

 ○貸付限度額： 

  ①個人 150 万円・特認 300 万円，団

体等 500 万円 

  ②1,000 万円 

 ○償還期間 

  ①5 年・特認７年 ②７年 

 ○貸付利率：1.25％以内 

県 

農林水

産経営

支援課
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 ○融資機関：農業協同組合，銀行等金

融機関 

 ○補助対象者：融資機関に対し利子補

給する市町村 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

13 観光復興緊急対策事業 

 震災により県内観光に大きな影響が

生じていることから，県内外からの誘客

を早急に進めるため，正確な観光情報の

提供や誘客キャラバン等を実施する。 

(1) 震災復興観光情報提供事業 

 復旧した観光地，営業を再開した観光

施設等についての正確な情報を取りま

とめ，全国に発信する。 

(2) 観光復興広報材作成事業 

 復興した観光地や観光施設を紹介し

たパンフレット等を作成し，キャラバン

やイベント等で全国に配布する。 

県 観光課

      

14 みやぎ観光復興イメージアップ事業 

▼首都圏への本県ＰＲ 

 震災の発生に伴い，県内への観光にも

大きな影響が生じていることから，本県

のイメージアップや県内への旅行意欲

の喚起を図るため，ＪＲ等と連携した首

都圏ＰＲを行う。 

県 観光課

      

15 風評被害等観光客実態調査事業 

▼アンケートや風評被害サンプル調査

の実施 

 観光客の動態及び県内観光事業の被

害実態を把握し，風評被害の実態を検証

することにより，今後の施策を検討す

る。 

 ○アンケート調査 

 ○Web アンケート 

 ○観光事業者風評被害実態調査 

県 観光課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

16 外国人観光客災害復興緊急誘致促進事業 

 震災の発生以降，大幅に減少している

外国人観光客の積極的な誘致を図るた

め，観光地の復興等について正確な情報

を提供するとともに，安心して来県でき

る態勢づくりを行う。 

▼(1) 誘致促進事業 

 ○海外における旅行博出展や旅行会

社訪問等の現地プロモーションを

実施。 

 ○宮城に招聘した国内外の旅行会

社・メディア等による海外に向けて

の正確な情報提供 

 ○中国本土における東京都や北海道

と連携した官民一体の現地商談会

の開催 

 ○外務省が実施する風評払拭事業と

連携した現地プロモーション 

(2) ショッピングツーリズム環境整備

促進事業 

 ○免税対応店舗のほか，免税店を面と

しての整備を促進させるため，免税

手続き一括カウンター方式を導入

するための初期投資に係る経費の

補助を行う。 

県 

観光ア

ジアプ

ロモー

ション

課 

      

17 日本貿易振興機構仙台貿易情報センタ

ー負担金 

▼風評被害対策事業 

 海外ビジネスに取り組む被災事業者

等の動向を把握するとともに，日本貿易

振興機構（ジェトロ）のネットワーク等

を活用し，各企業の放射能対策の取組等

について国内外に広く情報発信するこ

とにより，海外取引等の促進を図る。 

 ○宮城県貿易関係企業名簿 2017 の作

成メディア招聘事業の実施 

県 

海外ビ

ジネス

支援室

      

18 農林水産物等輸出品目に対する規制緩

和の働きかけ 

▼諸外国の輸入規制緩和に向けた取組 

 諸外国における農林水産物の輸入規

制について，国に対し規制緩和に向けて

の働きかけを要望するとともに，海外の

見本市フェア等において県産農林水産

物の安全性をＰＲする。 

 ◯政府要望等による国への働きかけ 

 ◯海外見本市フェア等での県産農林

水産物の安全性ＰＲ 

県 
食産業

振興課
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

19 みやぎの農産物直売所等魅力再発見発

信支援事業 

▼農産物直売所等の販売促進 

 農産物直売所等を対象に風評被害軽

減対策を実施する。 

 〇農産物直売所等への周遊を促す取

組スタンプラリーを実施する。 

 ○仙台圏域において農産物直売所等

をＰＲするイベントを開催し，雑誌

やフリーペーパーを活用したＰＲ

などにより，農産物直売所等への集

客及び販売額の拡大を図る。 

 

県 

農産園

芸環境

課  
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  ２ 技術支援など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 【再掲】農産物放射能対策事業 

(1) 農産物，水田土壌等の検査 

 主要な農産物や農地土壌等を対象に，

放射性物質濃度の測定を行う。 

 ◯県産農産物等の放射性物質検査 

 ◯水田土壌等の放射性物質検査 

 ◯放射性物質検査機器の運営・精度管

理 

(2) 放射性物質吸収要因解折調査 

 安全・安心な農産物の生産を確保する

ため，農産物や農地土壌等の放射性物質

濃度の測定結果をもとに，今後の営農対

策等の検討に役立つデータ等を整備し，

市町村等の関係機関・団体，農業者等に

対し，必要な営農対策等について指導助

言を行う。 

 ◯放射性物質吸収要因解折調査 

県 

農産園

芸環境

課  

      

 

  

個別取組方針 

 ◆市町村や生産者団体等が地域の農林水産物の安全性を確認するために行う検査体

制等の整備を支援します。 

 ◆生産物や土壌等生産用資機材の放射性物質の検査を実施するとともに，放射性物質

濃度を低減するための栽培や飼育等に関する助言・指導等の技術支援を行います。

 ◆放射性物質に汚染された農地，草地，ほだ木などの農林畜産物の生産基盤の復元等，

生産活動・事業活動の再開の取組を支援します。 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

2 【再掲】特用林産物放射性物質対策事業

(1) 放射性物質検査体制の強化 

 きのこ・山菜類等の特用林産物やほだ

木など各種林産物の安全・安心を確保す

るため，簡易検査や精密検査を実施す

る。 

 また，県有測定機器の校正を行う。 

 併せて，県全域の広葉樹林原木の放射

性物質モニタリング検査を行う。 

(2) 特用林産物再生再開支援 

 出荷制限等を受けている特用林産物

について，無汚染原木やチップ等の購

入・移送経費等，生産再開に向けた支援

を行う。 

 ○特用林産施設体制整備補助 

 ・対象団体：法人，県森連等 

 ・対象経費：県外等の他地域から無汚

染の原木・チップ等を導

入する経費 

 ・補助率：1/2，1/3 

(3) 特用林産物流通促進支援・放射性物

質調査 

 特用林産物やほだ木など各種林産物

の安全・安心な生産・流通システムの構

築に向け，特用林産物の放射性物質に係

るセミナー・講習会を開催するととも

に，ほだ木等の放射性物質移行調査を行

う。 

県 
林業振

興課 

      

3 【新規】きのこ生産資材供給体制整備事

業 

 原木きのこ生産者の経営安定及び規

模拡大に向けて，安全な県産原木の供給

再開に向けた検査体制を整備するとと

もに，原木購入費用の支援を行う。 

(1) 原木林利用促進体制整備事業 

 安全な県産原木の供給再開に向けて，

検査体制の整備を行う。 

 ○非破壊検査機購入費 

○非破壊検査機による原木検査委託 

(2) 安定したきのこ生産実施のための

資材調達支援 

 原木きのこ生産者の経営安定化に向

けて，規模拡大に係るほだ木購入費用の

支援を行う。 

 ○損害賠償対象外のきのこ原木購入

費 

 

県 

 

その他

林業振

興課 
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3 特用林産物産地再生支援事業 

▼特用林産物の出荷制限解除の支援 

 原発事故の影響により，原木しいたけ

(露地)やたけのこ等の山菜について，21

市町村（平成 29 年 2 月現在）において

出荷が制限されており，今後は早急な出

荷制限の解除が課題となっている。 

 そのため，生産者団体が出荷制限解除

を目指して行うきのこ栽培工程管理の

うち，東京電力の損害賠償対象になって

いない原木や資機材の購入経費及び人

工ほだ場やビニールハウス等の施設整

備を支援する。 

 ○補助率・補助上限 

 ・原木購入：補助率 1/2 

 ・資材購入：補助率 1/2 

       補助上限 250 千円/箇所

 ・施設整備：補助率 1/2 

       補助上限 

          1,000 千円/箇所 

県 
林業振

興課 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

44 ほだ木等原木林再生実証事業 

(1) ほだ木等の原木林の再生に向けた

実証 

 きのこ用原木の供給源となる広葉樹

林の再生と将来に向けたきのこの安定

供給を図るため，汚染された原木林を伐

採・更新し，放射性物質の萌芽への移行

について調査することで，将来的な原木

林活用のための検証を行う。 

 ○萌芽枝等の放射性物質濃度の測定 

 ○実証事業地管理（継続調査のための

調査プロット下刈り等） 

 (2) 森林等における測定とほだ場等の

除染効果調査 

 全県的な放射性物質の汚染状況の調

査を行うとともに，森林や竹林，ほだ場

等の除染作業による放射性物質の低減

効果等の検証，知見を集積し，森林やほ

だ場等の放射性物質汚染対策の基礎資

料とする。 

 ○森林除染実証放射性物質低減効果

調査（全県域の森林等の測定調査及

び除染作業実施箇所の継続調査）森

林・竹林・ほだ場除染効果調査（除

染作業実施箇所の継続測定調査） 

 ○森林及びほだ場放射性物質調査（全

県域の森林及びほだ場の測定調査）

県 
林業振

興課 

      

55 【再掲】水産物安全確保対策事業 

(1) 水産物の検査 

 県産水産物の安全流通に資するため，

水産物の放射性物質濃度のモニタリン

グ調査を実施する。 

(2) 魚市場開設者等が行う自主検査へ

の支援 

 魚市場等に設置している放射性物質

検査機器の保守作業を行うとともに，検

査員への操作指導を通じ，検査レベルの

維持と意識の醸成を図る。 魚市場等の

検査員を対象とした研修会開催等を通

じ，検査員のスキルアップと意識の醸成

を図る。 

県 
水産業

振興課

      

66 農産物の放射性物質吸収抑制対策 

 農産物の放射性物質吸収抑制のため

の経費を助成する。 

▼東日本大震災農業生産対策交付金の

活用 

 ○事業主体：市町村，農業協同組合等

県 

 

市町村

 

その他

農産園

芸環境

課  
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 ○事業内容：カリ質肥料等の施用，反

転耕，深耕等，放射性物

質の移行を低減するた

めの対策 

 ○交付額：定額 
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第３ 汚染物・廃棄物の速やかな処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 

 

放射性物質汚染廃棄物処理促進事業 

 事故由来放射性物質で汚染された廃

棄物について，国や市町村等の関係機関

と協議しながら，一体となって適切な処

理の促進を図る。 

(1) 8,000Bq/kg 以下の農林業系廃棄物

の処理の促進（実施主体：市町村）

 ○円滑な処理に係る市町村等との調

整・市町村等への支援 

 ○庁内関係課と一体となった支援 

 ○実施主体となる市町村等の要望聴

取 

 ○先行県の視察を通じた理解向上 

 ○市町村等が策定する処理計画への

技術的助言 

 ○住民説明会等への積極的な関与 

 ○地域住民に対する処理状況の情報

発信への支援 

(2) 指定廃棄物の処理の促進（実施主

体：国） 

 ○国，市町村等と協議する場の設定 

 ○庁内関係課との調整 

国 

 

県 

 

市町村

 

その他

循環型

社会推

進課放

射性物

質汚染

廃棄物

対策室

      

2 給与自粛牧草等処理円滑化事業 

▼汚染牧草稲わら等の一時保管施設管

理 

 放射性物質に汚染され利用できなく

なった稲わら等の一時保管施設の適切

な管理等を実施する。 

 ○保管対象：稲わら等 

 ○実施内容： 

  稲わら等の一時保管施設の適正管

理を実施する。 

県 

 

市町村

 

その他

畜産課

      

 

 

個別取組方針 

 ◆８,０００Ｂｑ/ｋｇ以下の廃棄物については，適正な処理が速やかに行われるよう 

  市町村等を支援します。 

 ◆８,０００Ｂｑ/ｋｇを超過する指定廃棄物については，国による処理が円滑に行われ

るよう，市町村とともに協力します。 

 ◆除去土壌や除染廃棄物の処理については，国の方針に基づき適正な処理が行われる

よう市町村を支援します。 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

3 企業局における浄水発生土管理等事業 

▼浄水発生土の保管・管理・搬出 

 放射性物質を含む浄水発生土の保

管・管理・搬出業務を適切に行う。 

 ○対象事業： 

  ①大崎及び仙南・仙塩広域水道用水

供給事業 

  ②仙塩，仙台圏及び仙台北部工業用

水道事業 

 ○内容： 

  （8,000Bq/kg 以下） 

  ・関係者と連携を図り適切に，保

管・処分を行う。 

  （8,000Bq/kg を超えるもの（指定

廃棄物）） 

  ・国の指導の下，処理施設ができる

まで，適切に保管する。 

県 

水道経

営管理

室  

      

4 

 

下水汚泥焼却灰等保管・管理業務 

▼下水汚泥焼却灰等の保管・管理・搬出

 放射性物質を含む下水汚泥焼却灰及

び汚泥燃料化物の保管・管理・搬出業務

を適切に行う。 

 ○対象 

 ・仙塩浄化センター：下水汚泥焼却灰

 ・県南浄化センター：汚泥燃料化物 

 ○内容 

 ・100Bq/kg 超 8,000Bq/kg 以下のもの

について，関係者と連携して保管・

処分等の管理を適正に行い，安定し

た施設の運転を図る。 

県 
下水道

課  

      

5 除染対策支援事業 

 汚染状況重点調査地域指定市町の除

染で生じた除去土壌等について，市町村

等と国からの情報などを相互に共有し，

協議しながら適切な処理の促進を図っ

ていく。また，県民の放射能に対する不

安解消を目的に，測定機器の貸出，情報

提供などの側面支援を継続する。 

(1) 測定機器の貸与等 

 汚染状況重点調査地域外のマイクロ

ホットスポット対策として，NaI シンチ

レーションサーベイメータを市町村に

貸与し，住民からの通報に基づく調査

や，計画的調査への活用を促す。 

(2) 除染対策連絡調整会議の設置 

 県及び指定市町で構成する「除染対策

連絡調整会議」により，相互に情報を共

有しながら共通する課題を検討するこ

とにより，円滑な除染の実施を支援す

る。 

国 

 

県 

 

市町村

原子力

安全対

策課 
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第４ 損害への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 福島第一原発事故損害賠償請求支援事

業 

(1) 県民会議の開催・運営 

 原発事故被害に対応するため，県民会

議において市町村・関係団体等と連携を

図りながら，事故被害対策の総合的な取

組を進める。 

 ○構成員：各市町村，事業者・消費者

等の団体，有識者 

(2) 民間事業者等に対する損害賠償請

求支援 

 被害者の損害賠償請求が円滑かつ実

効的に進むようにするため，生産者や事

業者，各業種団体や市町村等における取

組＊に対してきめ細やかな支援を行う

とともに，国や東京電力に対する要望・

要請活動を実施する。 

 ○説明会・個別無料相談会等の開催 

 ・損害賠償の基礎知識や事例について

の説明会及び弁護士による個別無

料相談会等の開催。 

 ○電話相談等の実施 

 ・電話や来庁による相談内容に応じ

て，今後の対応等について適切に助

言する。 

 ○要望・要請活動の実施 

 ・国と東京電力に対する要望・要請活

動の実施。 

 ○各種媒体を活用した情報等の周

知・広報 

 ・ホームページや広報誌，報道等を活

用した原発事故の損害賠償に関す

る情報及び説明会開催など県の支

援内容の積極的な周知・広報。 

県 

原子力

安全対

策課 

      

個別取組方針  

 ◆県民個人や団体等に属さない事業者における被害についての説明会・相談会を開催

するなど，被害者のニーズや課題の把握にきめ細かに対応します。 

 ◆東京電力との交渉が難航している事業者等には，説明会・相談会等を通じて原子力

損害賠償紛争解決センターへの和解仲介申立を促していきます。 

 ◆中間指針第３次追補に追加された損害を含め，すべての損害について，東京電力に

対して迅速かつ充分な賠償を行うよう強く求めていきます。 

 ◆県及び市町村等の被害対策経費については，国及び東京電力に対して，迅速かつ適

切な賠償が行われるよう求めていきます。 
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第５ 正しい知識の普及・啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

1 

 

放射線健康対策事業 

 放射線被ばくや甲状腺腫瘍学などの

専門家で構成する「宮城県健康影響に関

する有識者会議」の提言を踏まえ，県民

の方々の健康に対する不安払拭のため，

以下の取組を引き続き推進する。 

(1) 放射線に対する正しい知識の普及

啓発 

 ○国が行う放射線による健康不安対

策事業や安心・リスクコミュニケー

ション事業に協力することにより

正しい知識の普及・啓発及び健康不

安対策に従事する人材の育成を図

る。 

(2) 一般健診やがん検診の受診勧奨 

(3) 喫煙，食事，運動等の生活習慣の改

善による発がんリスクの低減 

(4) がん登録の整備推進 

 ※(2)～(4)：がん対策・健康づくり対

策として別途実施。 

国 

 

県 

健康推

進課 

      

 

  

個別取組方針 

 ◆放射線・放射能に関するセミナーの開催や出前講座の実施等により，正しい知識の

普及・啓発に努めます。また，放射線等に関する総合的な相談窓口等により，県民

の放射線等に対する正しい理解を深め，不安の解消に努めます。 

 ◆県の各種広報媒体の活用や報道機関との連携により，放射線等の測定結果及び検査

に関する正確な情報を県民に対して迅速かつ分かりやすく提供します。 
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番

号 

事業名・取組名と内容事業名又は取組名

(1)又は▼ → 内容 

事業 

主体 

担当 

課室 

実施年度 

1 期 2期
H29 

年度 

H30 

年度 

H31

年度

H32

年度

2 

 

放射線・放射能広報事業 
 県民の不安解消のため，放射線等に関
するセミナー・講習会の開催，出前講座
の実施，広報媒体の活用等により，放射
線等に関する正しい知識の普及・啓発に
努める。 
(1) 放射線・放射能に関する相談窓口の

開設 
 ○放射線・放射能に関する相談への対

応 
 ○実施時期：平成 23 年３月 16 日から
(2) 放射線・放射能に関するポータルサ

イト『放射能情報サイトみやぎ』の
運営 

 ○放射線・放射能に関する情報を一元
化して発信 

 ○実施時期：平成 23 年９月 28 日から
(3) 放射線・放射能に関するセミナー・

相談会の開催 
 ○放射線・放射能の生活環境へ与える

影響などに関するセミナーなどを
開催する。 

(4) みやぎ出前講座の実施 
 ○放射線・放射能に関する基礎知識等

の説明（関係する講座への派遣も含
む。） 

(5) 放射線・放射能に関するパンフレッ
トの作成 

 ○原子力や放射線・放射能に関する広
報誌やパンフレットを作成 

(6) 県政だよりへの記事掲載  

県 

原子力

安全対

策課 

      

3 学校教育における放射線に関する指導 
▼副読本（文部科学省作成）等を活用し
た放射線に関する授業の実施 

 放射線に関する関心の高まりに鑑み，
原子力や放射線とその利用における課
題について，科学的に理解を深める指導
を行う。 
 ○学習形態等：学級・学年単位 
 ○教育課程における扱い： 
 ・理科，生活科，社会科，特別活動，

総合的な学習の時間などにおいて
学校の実態に応じて実施 

 ○授業時間について 
 ・学校地域，児童生徒の実態に応じて

柔軟に設定 
 ○授業内容等 
 ・理科等の教科指導においては，放射

線の性質や医療・科学技術・エネル
ギー利用の学習を行う。併せて，知
識不足や偏見に起因するいじめ防
止を図る。 

 ・特別活動等においては，放射線の人
体への影響を理解し，防災の観点か
らは原子力事故時に放射線から身
を守る方法等を身に付けさせる。 

県 

高校教

育課 

 

義務教

育課 

      

  



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故被害対策実施計画 
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宮城県環境生活部原子力安全対策課 
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